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国土交通省における東日本大震災の復旧・復興に向けた対応 

応急対応、応急復旧から本格的な復旧・復興に向けて 

盛土造成地に被害 

リアス式海岸地域 リアス式海岸地域 平野部 
市街地が 

壊滅的被害 
山側には津波被害の
ない市街地も存在 

主として農地・沿岸部
集落に被害 

＜地域ごとの被災状況＞ 

１ 【応急の対応】 
 

  人命救助を第一義  
 

  として被災者の救助支援  
 

    陸・海・空にわたる 

 緊急輸送路の確保等 

２ 【当面の応急復旧】 
 ＜平成２３年度補正予算＞  

① 被災したインフラのうち緊急に   

  対応すべきものの復旧 
 

②被災者向けの住宅確保 
 

 

③今後の復旧・復興に向けた調査  

３ 【今後の復旧・復興】 
 

① 被災者の生活再建と安定 
 
 

② 新たな発想による復興まちづくり 
 
 

③ 地域産業・経済の再生とそれを支える都市・交通基盤 
 
 

④ 災害に強い国土構造への再構築 
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１．被災者の生活再建と安定 
～急ぐ生活再建と、時間がかかるまちづくりとの調和～ 

（１）安全で安心して住み続けられる住まいの確保 
 

          安全・安心な住まいの確保を図るため、宅地造成、低廉な家賃
の住宅の供給、公共施設整備等を総合的に支援。また、被災
した造成宅地について、災害防止対策などを推進。 

 

 

 

 

 

 

 

（２）高齢者やコミュニティへの配慮、自立再建への支援 
 

       高齢者の多い地域であることを踏まえ、高齢者に配慮した

住まいの確保やまちづくりを進めるとともに、コミュニティが維持
されるように配慮。また、住宅の自立再建の支援等を推進。 

 

 

 

 

 

（３）地域における公共交通の確保維持等 

日常生活を支えるため、公共交通の確保維持等を図る。 

 

 

 

 

【施策例】 
・居住の安定を図る災害公営住宅の供給 

・災害公営住宅整備事業、防災集団移転促進事業、住宅地区改良事業
等による住まい、まちづくりの推進 
・大規模盛土造成地滑動崩落防止事業など災害防止対策の推進  等 

施策の方向性 考え方 

○ 津波による壊滅的な被害を受けた沿岸部を 

中心に、被災者の居住確保に全力 
  

     ・当面の応急仮設住宅建設に加え、恒久的な住宅も
含めた居住の確保。 

 ・その際、高齢者やコミュニティ再生への配慮が必要。 
 

○地域の生活を支える交通の確保維持 

【施策例】 
・高齢者や地域コミュニティに配慮した生活支援施設や集会所の併設 

・災害復興住宅融資の金利引下げや既往貸付者の負担軽減等の支援 
等 

２ 

【施策例】 
・被災地の状況に対応した被災鉄道網の復旧・復興の支援 

・バス、離島航路等被災地の公共交通の確保維持等のための支援                 
                                           等 

避難所・仮設住宅 

高齢者支援施設等を併設 

災害公営住宅 

（独）住宅金融支援機構による 
災害復興住宅融資等 

住宅の自立再建の 

ための支援策 

大規模盛土造成地 

滑動崩落防止事業 

木造災害公営住宅 

集会所の併設 

地下水排除工 

沿岸部の鉄道の復旧・復興について 

太線：運休中 

細線：運行中 

常磐線 

亘理～四ツ倉間運休中 
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２．新たな発想による復興まちづくり 
～ハード・ソフトの施策を総合した安全・安心なまちづくり～ 

○被災状況や地理的条件は地域によって大きく異なる 
 

○従来のハード対策では、大規模津波から守りきれない 
 地域への対策が必要 
 

○住民、自治体が取り組む復興の支援に向けて、政策を総動員 

考え方 

施策の方向性 

【施策例】 
・海岸堤防等の復旧・整備、市街地の整備・集団移転、避難対策の確保、必要な区域における建築制限等の実施等、津波防災対策の推進 
・社会資本整備重点計画の見直しによるハード・ソフト連携施策の推進  等 

【施策例】 
・被災地の調査・分析やマンパワーの提供等による
自治体による復興プランの策定の支援 

・地元企業、地縁組織、NPO等の多様な主体による事
業（仮設住宅コミュニティのマネジメント、まち
づくり等）の支援 

・官民連携（ＰＰＰ）による被災地の復興や、新たな
広域的地域づくり（被災地のまちづくり、産業振興
等）に係る支援 

・復旧・復興に資する技術に関する情報提供                       
等 

３ 

（１）ハード・ソフトの施策を総合した「津波防災まちづくり」 
地域ごとの特性を踏まえ、ハード・ソフトの施策を組み合わせた「多重防御」による「津波防災まちづくり」を推進するた

めの制度を創設。 

→地域の状況に応じて、平地の活用や高台移転を適切に組合わせ。 
 

→津波対策の目標、地域ごとの特性を踏まえたハード・ソフ
トの総合的な対策を推進。 

（２）縦割りを排した市街地と農地の一体的な土地利用調整と事業
実施 
地域が進める復興事業の円滑な実施を図るため、土地利用調整を円滑・

迅速に行う仕組み（ワンストップ化）等を検討。 

（３）復興まちづくりへの支援 
自治体の復興まちづくりを人材面、技術面、情報

面で支援するとともに、官民連携（PPP）等の取組
を推進。 

市街地と農地の一体的復興 
～手続きをワンストップ化～ 

【施策例】 
・既存の土地利用計画（都市計画、農業振
興地域整備計画等）の効力の停止や許認
可手続き等のワンストップ化の検討 

・所有者の所在が不明な土地の取扱いにつ
いての検討（例：自治体が一時的に土地
を管理できるような仕組み） 

・住宅地と農地を一体的に再編する土地区
画整理事業の検討    

等 
 



ハード・ソフトの施策を総合した「津波防災まちづくり」の考え方 

○「一線防御」から「多重防御」へ 
 

 地域ごとの特性を踏まえ、ハード・ソフトの施策を組み合わせた「多重防御」 
による「津波防災まちづくり」を推進するための制度を創設 

 

 （施策例） 
   ・海岸堤防等の復旧・整備、市街地の整備・集団移転 
   ・避難路・避難場所の確保・整備、避難確保のための計画の作成、避難訓練の実施、

ハザードマップの作成等避難対策の推進 
   ・海岸堤防の背後における浸水拡大防止の機能を有する施設の活用 
   ・避難路・避難場所、地形、避難確保の状況等に応じた土地利用・建築規制 
 
 

避難路 避難タワー 

参考：施策のイメージ 

ハザードマップ ４ 

→現在、社会資本整備審議会・交通政策審議会計画部会において検討中 



３．地域の産業・経済の再生とそれを支える都市・交通基盤 
～東北地方における産業再生が、日本経済再生・国際競争力確保に直結～ 

○内陸部の製造業、臨港地域の大手企業の拠点が今後の 

 復興の原動力 
 

    ・ 復興の原動力となる地域産業・経済の振興方策を 

       推進。 
 

    ・  基幹産業を支える港湾の早期復旧、インフラ・物流 

       の再構築と基盤の整備。 
 

    ・  国内外に向けた観光振興策の積極的な展開。 

        交通インフラの復旧等による支援。 
 

考え方 

（１）産業・経済再生を支える交通基盤等の早期復旧 
 

   被災地の産業・経済再生を支える交通基盤の早期復旧を  

 図るとともに、所管事業の早期再生を支援する。 
            

 

 

 

 

 

 

（２）地域の復興を支援する都市・交通基盤の整備 
 

二次災害防止のため梅雤期･台風期までに応急対策等を進める 

とともに、被災地域の再生に必要な復興道路・復興支援道路の
緊急整備や地震や津波に強い港湾整備等を進める。 

 

 

 

 

 

 

 

（３）国内外の旅行需要回復等、観光振興策の積極的展開  

 

            都市･交通基盤の復旧・復興にあわせ、経済効果が高く、  

  即効性のある観光の需要喚起策を積極的に展開する。 

 

 

 

 

 

 

 

                                 

【施策例】 
・被災地に立地する産業等を支えるインフラと物流の再構築 

・水産業復興に不可欠な造船業の早期復旧・復興の支援 

・トラック、営業倉庫、建設、自動車整備等被災した所管事業の早期復旧支援 

・航路標識の復旧、水路測量及び海図刊行による航行安全確保 

・仙台空港の本格復旧の促進     等              

【施策例】 
・梅雤期・台風期に対応した応急対策等による二次災害防止 

・三陸縦貫道等被災地域の再生に必要な復興道路・復興支援道路の緊急整備 

・港湾の産業・物流復興プランに基づき、岸壁の早期復旧や避難計画の策定など
ハード・ソフトの総合的な対策                    等                           

【施策例】 
・観光振興に向けた国内旅行の促進 

  （統一のロゴとキャッチフレーズ（「がんばろう！日本」）を活用した官民 

    合同による国内旅行振興キャンペーンの実施  等） 
・訪日旅行需要の回復・促進 

  （被災地等での国際会議等（MICE）の誘致・開催等の支援、外客受入体制の 

   更なる強化  等） 
・被災地の観光復興(地場産業の復興、まちづくり等と連携した取組の実施等) 

施策の方向性 

５ 

八戸臨海工業地帯 

・三菱製紙(製紙) 
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仙台臨海工業地帯 
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(石油精製) 

・東北スチール（鉄鋼） 
・日本製紙(製紙) 

・セイホク（木材製材） 
・仙台飼料（飼料）  等 

郡山駅 

（貨物駅） 

高速道路 

貨物鉄道 

・新日本製鐵（鉄鋼）等 

・日本製紙（製紙） 
・クレハ（塩・石炭） 等 

鹿島臨海工業地帯 

・住友金属工業(鉄鋼) 

・三菱化学(石油化学) 

・昭和産業(飼料)    等 

秋田港 

北上川流域工業地域 

・関東自動車工業(自動車組立) 

・アイシン東北(自動車部品)  等 

福島地域工業地域 

（印刷装置、映像
機器、ビール等） 

郡山地域工業地域 

（医薬品、電池 等） 

・セントラル自動車（自動車組立） 石巻港 

・ＪＸ日鉱日石金属（非鉄） 

小名浜港 

 大船渡港 

・ルネサスエレクトロニクス（電子部材） 
・コマツ（建設機器） 
・日立建機（建設機器）  等 

・太平洋セメント 
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東北圏の将来

４．災害に強い国土構造への再構築 

（１）災害に強い国土構造への再構築 
 

①各地域・施設を強くする：災害への対応力を高めた国土基盤の整備 

被災地の復旧・復興を図るとともに、今後発生すると想定されている首都直下地震、東海・東南
海・南海地震等における大被害の発生を防止するため、ハード・ソフト両面から、効率的で効果
的な、災害への対応力の高い強靱な国土基盤の構築を図る。 
 

 

 

   

  

 

 

 
 

 

②システムで備える：災害に強いしなやかな国土の形成 
東日本大震災のような未曾有の大災害が生じた場合にも、国土全体、地域全体で支え合える 

体制を構築すること等を通じて、安全･安心を確保する災害に強いしなやかなシステムを持つ 

国土への再構築を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

（２）広域的観点からの国土政策の検討 
東日本大震災により、広域かつ甚大な被害が発生したことを踏まえ、災害に強い国土構造への
再構築を図る観点からの広域的な国土政策の検討、見直しを行う。 
 

 

 

【施策例】 
・災害の防止・軽減のためのインフラ整備 

・災害により強いライフライン・交通インフラの構築 

・公共施設、住宅等の耐震化の推進 

・官庁施設の防災機能強化 

・液状化対策の推進に向けた検討 

・大規模災害に対応した情報提供体制の整備  
・大規模災害時の広域的な即応・支援体制の強化 

【施策例】 
・国土全体での機能分担・配置等の検討 

・災害に強い広域交通基盤の効率的で効果的な整備等による代替性・多重性の確保 

・大規模災害に強い物流体系の構築等による被災時のサプライチェーン、公共交通の維持 

・災害時にも安定的なエネルギー供給が可能な国土の形成の検討 

・「津波防災まちづくり」を踏まえた大災害への備えの検討 

・災害対応などの地域社会の維持に不可欠な地域建設企業の再生 

・被災地の復旧・復興や災害に強い地域づくりを進める地元企業、地縁組織、NPO等の 

多様な主体に対する支援                                      等                                                  

○災害に強い国土構造への再構築 

被災地の復旧・復興のみならず、今後発生
すると想定されている首都直下地震、東海・
東南海・南海地震等を念頭においた、ハード・
ソフトを組み合わせ災害への対応力を高めた
国土基盤の整備を行うとともに、災害に強い
しなやかな国土構造への再構築を図る。 

 

○広域的観点からの国土政策の検討 

東日本大震災により広域かつ甚大な被害が
発生したことを踏まえ、災害に強い国土構造
への再構築を図る観点からの広域的な国土
政策の検討、見直しを行う。 

考え方 施策の方向性 

【施策例】 
・全国的観点からの災害に強い国土構造への方針の策定 ― 国土審議会での検討 

・災害に強い地域づくりビジョンの策定 ― 東北圏広域地方計画の見直しと推進 
６ 

エネルギー供給やサプライチェーンの代替性等を
意識した東北圏の産業・国際連携の将来像を提示 

【東北圏広域地方計画の見直しと推進】 

・インフラ整備と連携した巨大津波予測 
 技術の向上 
・災害に強い国土づくりに資する技術の 

 開発・導入の推進 

・災害対応力を高めるための基盤情報 

 の整備                 

                      等 

世界に通用する
ものづくりコリドーの育成

○自動車関連産業の次世代技術の集積
○高度技術やものづくり人材の育成
○域内調達率の向上・物流機能の強化

次世代医療
機器等産業

超精密機器

自動車関連

次世代
先端産業

世界に開かれた
グローバルネットワークの育成

仙台塩釜港（宮城県）

特定重要港湾

重要港湾

拠点空港
（国管理空港）

拠点空港
（特定地方管理空港）

地方管理空港

共用空港

（供用・未供用）高規格道路

地域高規格道路等 （供用・未供用）

新幹線 （供用・未供用）

○国際海上コンテナターミナルの整備
○生産拠点と港湾を結ぶ道路の整備
○産学官連携によるポートセールスの
推進等


